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令和６年度の事業実績

１．適正な業務運営の確保

１

１．業務の計画的遂行及び進捗管理並びに部門横断的対応
○ 業務進捗状況の定期的な情報共有を踏まえた業務改善（理事会、幹部ミーティング）

２．内部統制システムの整備
○ 「運営基本理念」の浸透による統制環境の確保
○ リスク管理委員会で定めた機構全体の優先対応リスク（個人情報の漏えい、交通事故の発生等）
への評価と対応、監査室によるモニタリング等の実施

○ 全職員を対象にコンプライアンスの徹底を図るため、職員研修、個人情報保護チェックリストを
活用した 自己点検の実施

３．情報提供及び広報の実施
○ 外部機関等からの講師派遣依頼への対応を通じた積極的な周知・啓発
○ 監理団体向け情報発信サービスやSNSの活用
○ 帰国後技能実習生フォローアップ調査の公表等のほか、制度に係る幅広い情報を発信
○ 機構が行う各種業務に係る業務統計、事業報告書及び実施状況報告書をホームページに掲載
○ 能登半島地震関連の特設ページを設け、必要な情報を掲載

４．情報セキュリティの確保及び個人情報保護の推進
○ 情報セキュリティ対策教育教材、個人情報の漏えい防止マニュアル及び個人情報保護チェック
リストを活用し、全職員向け研修を実施

○ 不正アクセスに関する再発防止対策を実施



２

２．協力覚書（MOC）に基づく送出国政府との連携

○ 送出機関の不適切事案に関する送出国政府への通報の実施（15機関）
【通報例】 高額な手数料徴収、違約金契約等

○ 定期協議を10回開催（インドネシア、フィリピン、モンゴル、カンボジア、ベトナム、タイ、ラオス、
   東ティモール、ネパール、インドの10か国 ）

３．送出機関等における違法な契約に係る部門横断的な取組

○ 監理団体、実習実施者及び送出機関における技能実習生をめぐる違法な契約が指摘されていることを
踏まえ、部門を横断した取組を実施

○ 不適切な契約を確認した際には、機構内で情報共有するとともに、監理団体等への実地検査、送出国
政府への通報、母国語相談又は技能実習継続のための支援等を実施



４．技能実習計画の認定に関する事項

３

技能実習計画申請・認定件数

1. 適正な認定業務の実施に向けた取組
○ 申請手続について十分な事前説明の実施（ホームページ、窓口、外部講習機関が開催する講習等）
○ 法令に基づく認定基準等の要件に照らした厳正な事実確認の実施及び蓄積された審査事例や
実地検査結果等を踏まえた審査の適正・効率化の推進

○ 技能実習計画に盛り込まれる講習、実習内容、待遇、指導体制等について、技能実習の目標を
確実に達成することができるものとなるよう調査・指導の実施

○ 過去に不正行為の認定や行政処分等を受けた者が新たに技能実習を開始する場合の綿密な調査・
      指導の実施

2. 担当職員の専門性の確保・業務能力の向上
○ 地方事務所・支所認定課研修（総論・介護職種）、地方事務所に対する業務指導の実施
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５．実習実施者からの各種届出の受理及び対応

４

技能実習計画軽微変更届出受理件数 令和６年度
（速報値）

技能実習実施困難時届出件数
（事由別 団体監理型）

〇 実習実施者届出（実習実施者が技能実習を開始した場合）
〇 技能実習計画軽微変更届出（技能実習の計画に軽微な変更があった場合）
〇 技能実習実施困難時届出

・ 強制帰国が疑われるなどの場合、速やかに地方事務所指導課及び援助課に情報を共有
・ 行方不明事案は速やかに地方事務所指導課と情報を共有
・ 死亡事案は地方事務所指導課のほか、本部を通して主務省庁にも速やかに情報を共有
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団体
監理
型

事由 件数

74

監理団体
都合

許可取消 26

監理事業の廃止 1

その他 47

実施者
都合

3,265

認定取消 57

経営・事業上の理由 2,472

その他 736

実習生
都合

30,852

病気・怪我 3,600

実習意欲の喪失・ホームシック 5,660

本国の家族都合 6,713

行方不明 5,547

その他 9,332

合計 34,191



５

６．監理団体からの申請・届出等に係る審査に関する事項

監理団体許可件数

○ 監理団体の許可に係る申請書の記入方法等などをホームページで周知
○ 更新申請に関しては、許可期限を見据えた進行管理の実施
○ 新規申請に関しては、定期的に進捗状況の確認や問題点の洗い出しを実施

○ 平成29年度から令和６年度までの監理団体数は以下のとおり推移しており、一貫して増加している。

平成29年度：2,051団体 平成30年度：2,422団体 令和元年度：2,839団体 令和２年度：3,277団体

令和３年度：3,505団体 令和４年度：3,632団体 令和５年度：3,718団体 令和６年度：3,755団体

過去８年度の監理団体数の推移（参考）

434 
277 223 168 105 

217 

130 171 171 
139 

414 

347 

1,029 

736 

476 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

新規許可件数 事業区分変更許可件数 更新許可件数

特定監理団体

215件

一般監理団体

261件



７．監理団体及び実習実施者に対する指導監督等

６

※ 参考
【行政処分等の状況（令和６年度）】
○ 実習実施者

実習認定取消 55者・2,744計画
改善命令 ０者

○ 監理団体
許可取消 6団体
改善命令 0団体

実地検査の状況

１．年間検査方針の策定
○ 本部においては、全国的な課題を把握・整理し、実地検査の検査方針を策定
○ 地方事務所等においては、年間検査方針等に基づき、年間検査計画及び月間検査計画を策定

２．指導監督の実効性の確保
○ 実地検査時において、技能実習法に基づく実習実施者等の設備や帳簿書類等の検査
○ 実地検査時において、技能実習生と面談する機会の確保（実施状況等の確認）
   その際、通訳人の活用や携帯型翻訳機器の活用等により、的確かつ円滑に実施
○ 関係行政機関と連携し、相互通報制度の運用及び合同検査の実施
○ 直近の実地検査で法違反の指摘がなかった実習実施者を対象に自主点検・集団指導の試験的実施
○ 機構HPを見直し、「機構が行う実地検査」と「技能実習適正実施のための資料」のページを新設

３．担当職員の専門性の確保・業務能力の向上
○ 指導監督担当職員に各種研修を実施

(新任職員向け動画視聴、新任指導課長研修、専門契約職員初級研修、指導課職員研修（中級））
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８．技能実習生の保護

７

相談状況

１．技能実習生からの通報・申告、母国語での相談対応等
○ 技能実習生が母国語で通報・申告又は相談できるよう、母国語相談を実施
○ 地方事務所等に委嘱通訳人を配置し、不安を抱える技能実習生への積極的な相談等を実施
○ ホームページ、技能実習生手帳、技能実習生手帳アプリ、名刺型リーフレットを活用した必要な情報の周知
○ 申告事案の適正受理と受理後の指導課への情報提供

〇 実習先変更に関すること（３号での実習先変更含む） 7,127件（25.7％）

〇 賃金・時間外労働等の労働条件に関すること（賃金未払い、過重労働、有休等） 3,649件（13.1％）

〇 途中帰国に関すること（強制帰国、期間満了前の帰国等） 3,320件（12.0％）

〇 管理に関すること（会社からのハラスメント、私生活の不当な制限、居住環境等） 3,151件（11.4％）

〇 その他の制度に関すること（他の在留資格への変更、特定技能制度に関すること、税金等） 2,375件（8.6％）

※一件につき複数の相談内容を計上しているため、下図の相談件数とは一致しない。

令和６年度の母国語相談・地方事務所等の主な相談内容別内訳（参考）
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（左軸：件（令和４年度まで）、人（令和５年度以降）） ※ 相談単位は、システム等の変更に伴い、令和５年度より件数から人数に変更



８．技能実習生の保護（続き）

８

申告・支援等件数
（件）

２．技能実習継続のための支援
○ 技能実習生への実習先変更支援（実習実施者等への指導や助言、実習先変更支援サイトを活用した
情報提供、個別の実習先変更支援）

○ 宿泊支援の実施
➢ 宿泊支援協定締結対象施設 118か所（令和7年3月末現在）

３．第3号技能実習への移行希望者への支援
○ 実習先変更支援サイトにおいて、受入れを希望する監理団体の情報を掲載

➢ 実習先変更支援サイトに掲載している受入れ希望の監理団体の情報 17,479件（令和7年3月末現在）

４．技能実習生手帳の改訂・配布及びアプリの活用
〇 技能実習生手帳を入国時に配布 9言語、約14万部（令和6年度）
〇 技能実習生手帳アプリの周知

５．担当職員の専門性の確保・業務能力の向上
○ 相談等への対応、技能実習継続のための支援等に関する研修の実施
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９

９．第２号技能実習への移行対象となる職種・作業の拡大

10．技能検定試験等の受検のための手続の支援

11．技能実習生の日本語学習のための環境整備

○ 第２号技能実習への移行対象となる職種・作業の追加を希望する業界団体等に対し、必要な要件の説明
○ 職種・作業の追加に向けた具体的な作業についての指導、助言
○ 移行対象職種・作業 （令和7年3月7日現在）： 91職種 168作業

○ 監理団体等から申請のあった受検者情報の確認（在留期限や受検希望期間等）、試験実施機関への
取次ぎにより、技能実習生の確実かつ適切な時期の受検のための手続の支援

○ 試験実施機関との連携及び監理団体等への早期受検申請を促すリーフレットの配布

○ 日本語教育教材（溶接職種）の提供
○ 日本語教育アプリ（漁業関係職種）のコンテンツ追加
○ 性別・国籍・生年月日を登録せず利用できるよう日本語教育アプリを改修
○ 日本語教育アプリの周知のための取組
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受検手続支援件数



12．労働安全衛生に係る指導

13．技能実習に関する調査及び公表

○ フォローアップ調査、支援実態等調査、取組事例調査の分析・周知
○ 機構が行う各種業務について、業務統計の精査・取りまとめ、公表
○ 事業報告書及び実施状況報告書について、データを精査・取りまとめ、ホームページに掲載

14．関係機関との連携

10

○ 本部において、中央協議会、各種事業協議会への出席を通じ、主務省庁及び関係行政機関との
密接な連携を推進

○ 各地域において開催される地域協議会に地方事務所・支所が参加し、出席者である国の第一線機関や
地方公共団体との意見交換等を実施

○ 実地検査時に労働安全衛生法違反が疑われた事案は改善指導の上、所轄労働基準監督署と情報共有
○ 労働災害を理由として技能実習の実施が困難となった事案については、全数実地検査を実施
○ 安全衛生マニュアル（建設関係等４職種）の内容及び技能実習生との適切なコミュニケーション方法
に関するセミナー動画をＳＮＳにて公開

○ 改訂発行した一部の安全衛生マニュアル等を郵送で配布希望受付
○ 監理団体向けに監査時の安全衛生チェックリスト（建設関係等４職種）を機構ウェブサイトにて公開
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事業計画の概要

１．適正な業務運営の確保

１

１．業務の計画的遂行及び進捗管理並びに部門横断的対応
○ 業務進捗状況を定期的に点検し、その結果を踏まえた業務改善の実施
○ 災害時対応マニュアルの策定及び災害等発生時の当該マニュアルに基づく監理団体の被災状況や
技能実習生の状況等の把握

２．内部統制システムの整備
○ 「運営基本理念」の浸透による統制環境の確保
○ リスク管理委員会で定めた機構全体の優先対応リスク（個人情報の漏えい、交通事故の発生等）
への評価と対応、監査室によるモニタリング等の実施

○ 全職員を対象にコンプライアンスの徹底を図るため、職員研修、個人情報保護チェックリストを
活用した自己点検の実施

３．効果的な情報提供及び広報の実施
○ 外部機関等からの講師派遣依頼への対応を通じた積極的な周知・啓発
○ 監理団体向け情報発信サービスやSNSなど様々なツールを活用した効果的な広報の実施

４．情報セキュリティの確保及び個人情報保護の推進
○ 職員に対する情報セキュリティ規程・個人情報保護規程の周知徹底
○ 情報システムの脆弱性対策、アクセスログの定期的点検、情報リテラシーの向上、その他情報
システムに係るリスクコントロールの適切な実施

５．技能実習制度の見直しへの対応
○ 周知広報など必要な業務について、主務省庁との連携の下に体制を整備して適切に実施する。
○ 制度見直し後の業務に対するシステム開発



２

○ 監理団体、実習実施者及び送出機関における技能実習生をめぐる違法な契約が指摘されていることを
踏まえ、部門を横断した取組を実施
（技能実習計画認定審査時や監理団体許可申請審査時等において不適切な契約が締結されていないかの
確認・周知及び不適切事案の情報を入手した場合の各部門への情報共有）

３．送出機関等における違法な契約に係る部門横断的な取組

○ 定期協議の開催
○ 情報共有
○ 送出機関の不適切事案に関する通報
（通報後の進捗を把握するとともに、主務省庁と連携し、失踪原因となりうる高額手数料の抑制及び
内訳の公表を送出国に要請）

○ 来日前の（候補者を含む）技能実習生に向けた情報発信
（送出国政府に対して技能実習制度の概要等の周知を依頼）

２．協力覚書（MOC）に基づく送出国政府との連携



４．技能実習計画の認定に関する事項

３

○ 申請手続について十分な事前説明の実施（HP、窓口、外部機関が開催する講習会等）
○ 法令に基づく認定基準等の要件に照らした厳正な事実確認の実施及び蓄積された審査事例や

実地検査結果等を踏まえた適正・効率化の推進
○ 技能実習計画に盛り込まれる講習、実習内容、待遇、指導体制等について、技能実習の目標を

確実に達成することができるものとなるよう調査・指導の実施
○ 過去に不正行為の認定や行政処分等を受けた者が新たに技能実習を開始する場合の綿密な調査・

指導の実施

５．実習実施者からの各種届出の受理及び対応

実習実施者に対し、機構への各種届出を適切に提出するよう指導・周知する
① 実習実施者届出（実習実施者が技能実習を開始した場合）
② 技能実習計画軽微変更届出（技能実習の計画に軽微な変更があった場合）
③ 技能実習実施困難時届出
・ 強制帰国が疑われるなどの場合、速やかに地方事務所指導課及び援助課に情報を共有
・ 行方不明事案は速やかに地方事務所指導課と情報を共有
・ 死亡事案は地方事務所指導課のほか、本部を通して主務省庁にも速やかに情報を共有
（技能実習を中止して帰国せざるを得なくなった場合、継続困難になった後も引き続き技能実習
の継続を希望する場合は、それぞれの状況に応じて必要な確認及び援助を行う）



４

１．申請等に係る適切な取組
○ 申請書等の記入方法、必要書類、手数料、留意事項等について、HP等を通じた情報提供
○ 相談や問合わせへの丁寧な対応

２．的確な進捗管理及び体制整備
○ 的確な進捗管理、必要に応じて実地調査や申請者・関係者と面談を実施
○ 迅速かつ的確な審査のため、必要な体制整備、疑義がある場合には速やかに主務省に確認を行う

６．監理団体からの申請・届出等に係る審査に関する事項

７．監理団体及び実習実施者に対する指導監督等

１．年間検査方針の策定
○ 本部においては、全国的な課題を把握・整理し、実地検査の検査方針を策定
○ 地方事務所等においては、年間検査方針等に基づき、年間検査計画及び月間検査計画を策定

２．指導監督の実効性の確保
○ 実地検査時において、技能実習法に基づく実習実施者等の設備や帳簿書類等の検査
○ 実地検査時において、技能実習生と面談する機会の確保（実施状況等の確認）

その際、通訳人や携帯型翻訳機器の活用等により、的確かつ円滑に実施
○ 関係行政機関と連携し、相互通報制度の運用及び合同検査の実施
○ 直近の実地検査で法違反の指摘がなかった実習実施者を対象に自主点検・集団指導の実施



８．技能実習生の保護

１．技能実習生からの通報・申告、母国語での相談対応等
○ 技能実習生が母国語で通報・申告又は相談できるよう、母国語相談を実施
○ 地方事務所等に委嘱通訳人を配置し、不安を抱える技能実習生への積極的な相談等を実施
○ HP、技能実習生手帳、技能実習生手帳アプリ、名刺型リーフレット、SNSを活用した必要な情報の
周知（地方公共団体、外国人在留支援センター（FRESC）とも連携した情報提供の実施）

○ 申告事案の指導監督部門との情報共有と的確な実地検査の実施

２．技能実習継続のための支援
○ 技能実習生への実習先変更支援（実習実施者等への指導や助言、実習先変更支援サイトを活用した
情報提供、個別の実習先変更支援）

○ 宿泊支援の実施（地方事務所において各都道府県旅館ホテル生活衛生同業組合と連携）

３．第3号技能実習への移行希望者への支援
○ 実習先変更支援サイトにおいて受入れを希望する監理団体の情報が確認できることを母国語で周知

４．技能実習生手帳の作成・配布及び技能実習生手帳アプリの活用
○ 関係法令など技能実習生が知っておくべき知識等を母国語で理解できる技能実習生手帳を入国時に
配布

○ 技能実習生手帳アプリによる最新情報の提供、リアルタイム発信

５



６

○ 第２号技能実習への移行対象となる職種・作業の追加を希望する業界団体等に対し、必要な要件の説明
○ 職種・作業の追加に向けた具体的な作業についての指導、助言

９．第２号技能実習への移行対象となる職種・作業の拡大

○ 監理団体等から申請のあった受検者情報の確認（在留期限や受検希望期間等）、試験実施機関への
取次ぎにより、技能実習生の確実かつ適切な時期の受検のための手続の支援

○ 試験実施機関との連携及び監理団体等への早期受検申請を促すリーフレットの配布

10．技能検定等の受検のための手続の支援

○ 日本語教育ツールの開発・提供及び周知
（HP掲載などにより実習実施者や監理団体へ周知するほか、在外日本国大使館との協働により送出国

      政府及び在京大使館に幅広く周知）

11．技能実習生の日本語学習のための環境整備



12．労働安全衛生に係る指導・啓発ツール等の活用

○ 実地検査時に実習現場における安全管理に不備が認められた場合の確実な指導
○ 技能実習生に特有の状況を踏まえた労働安全衛生に係る指導・啓発の適切な実施
○ 業種・職種別の安全衛生マニュアル、安全衛生チェックリスト等の有効活用

13．技能実習に関する調査および公表

○ フォローアップ調査、支援実態等調査、取組事例調査の分析・周知
○ 機構が行う各種業務について、業務統計の精査・取りまとめ、公表
○ 事業報告書及び実施状況報告書について、データを精査・取りまとめ、公表

14．地域協議会等を通じた関係機関との連携

○ 各地域における国の関係機関や地方公共団体等と、技能実習制度の適正化に向けた密接な連携の
確保及び強化の推進

７



資料４ 

   

 

外国人技能実習機構評議員会関係法令等（抄） 
 

 

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28年法律第 89号） 

（評議員会関係部分抜粋） 

 

第三章 外国人技能実習機構 

第四節 評議員会 

 

（設置） 

第八十二条 機構に、第八十七条の業務（同条第一号に掲げる業務及びこれに附帯する業務を

除く。以下この条において同じ。）の円滑な運営を図るため、評議員会を置く。 

２ 評議員会は、第八十七条の業務の運営に関する重要事項を審議する。 

３ 評議員会は、前項に規定するもののほか、第八十七条の業務の運営に関し、理事長の諮問

に応じて重要事項について意見を述べ、又は必要と認める事項について理事長に建議するこ

とができる。 

 

 （組織） 

第八十三条 評議員会は、評議員十五人以内をもって組織する。 

 

 （評議員） 

第八十四条 評議員は、労働者を代表する者、事業主を代表する者及び技能実習に関して専門

的な知識と経験を有する者のうちから、理事長が主務大臣の認可を受けて任命する。 

２ 評議員のうち、労働者を代表する者及び事業主を代表する者は、各同数とする。 

３ 評議員の任期は、四年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 評議員は、再任されることができる。 

 

 （評議員の解任） 

第八十五条 理事長は、評議員が第七十四条第二項各号のいずれかに該当するに至ったとき

は、前条第一項の規定の例により、その評議員を解任することができる。 

 

 （評議員の秘密保持義務等） 

第八十六条 第八十条及び第八十一条の規定は、評議員について準用する。 

 

（業務の範囲） 

第八十七条 機構は、第五十七条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。 

 一 技能実習に関し行う次に掲げる業務 

  イ 第十二条第一項の規定により認定事務を行うこと。 

  ロ 第十四条第一項の規定により報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を求め、又は

その職員をして、質問させ、若しくは検査させること。 

  ハ 第十八条第一項（第十九条第三項、第二十一条第二項、第二十七条第三項、第三十二

条第七項、第三十三条第二項、第三十四条第二項及び第四十二条第三項において準用す

る場合を含む。）の規定により届出、報告書、監査報告書又は事業報告書を受理するこ

と。 



 

   

 

  ニ 第二十四条第一項（第三十一条第五項及び第三十二条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により事実関係の調査を行うこと。 

  ホ 第二十四条第三項（第三十一条第五項及び第三十二条第二項において準用する場合を

含む。）の規定により申請書を受理すること。 

  ヘ 第二十九条第四項（第三十一条第五項並びに第三十二条第二項及び第七項において準

用する場合を含む。）の規定により許可証の交付又は再交付に係る事務を行うこと。 

 二 技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るために技能実習生からの相談に応

じ、必要な情報の提供、助言その他の援助を行う業務 

 三 技能実習に関し、調査及び研究を行う業務 

 四 その他技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する業務 

 五 前各号に掲げる業務（これらに附帯する業務を含み、主務省令で定める業務を除く。）

に係る手数料を徴収する業務 

 六 前各号に掲げる業務に附帯する業務 

 

（役員の解任） 

第七十四条 主務大臣又は理事長は、それぞれその任命に係る役員が前条の規定に該当するに

至ったときは、その役員を解任しなければならない。 

２ 主務大臣又は理事長は、それぞれその任命に係る役員が次の各号のいずれかに該当するに

至ったときその他役員たるに適しないと認めるときは、第七十一条の規定の例により、その

役員を解任することができる。 

 一 破産手続開始の決定を受けたとき。 

 二 禁錮以上の刑に処せられたとき。 

 三 心身の故障のため職務を執行することができないと認められるとき。 

 四 職務上の義務違反があるとき。 

 

（役員及び職員の秘密保持義務） 

第八十条 機構の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なく、その職務

上知ることができた秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

 

 （役員及び職員の地位） 

第八十一条 機構の役員及び職員は、刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に

従事する職員とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

 

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則 

（評議員会関係部分抜粋） 

 

第三章 外国人技能実習機構 

第一節 役員等 

（理事の任命及び解任の認可申請） 

第五十七条 機構の理事長は、法第七十一条第二項又は第七十四条第二項の規定による認可を

受けようとするときは、申請書に次に掲げる事項を記載した書類を添付して、これを法務大

臣及び厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 任命し、又は解任しようとする理事の氏名、住所及び履歴 

二 任命しようとする理事が次のいずれにも該当しないことの誓約 

イ 法第七十三条又は第七十五条本文に該当すること。 

ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当すること。 

ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくな

るまでの者に該当すること。 

三 任命し、又は解任しようとする理由 

 

第二節 評議員会 

（評議員の任命及び解任の認可申請） 

第五十九条 機構の理事長は、法第八十四条第一項又は第八十五条の規定による認可を受けよ

うとするときは、申請書に次に掲げる事項を記載した書面を添付して、これを法務大臣及び

厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 任命し、又は解任しようとする評議員の氏名、住所及び履歴 

二 任命しようとする評議員が第五十七条第二号ロ又はハに該当しないことの誓約 

三 任命し、又は解任しようとする理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

 

○外国人技能実習機構定款（抄） 

 

第５章 評議員会 

 

（設置） 

第 25条 機構に、機構の業務（法第 87条第１号に掲げる業務及びこれに附帯する業務を除

く。以下この条において同じ。）の円滑な運営を図るため、評議員会を置く。 

２ 評議員会は、機構の業務の運営に関する重要事項を審議する。 

３ 評議員会は、前項に規定するもののほか、機構の業務の運営に関し、理事長の諮問に応じ

て重要事項について意見を述べ、又は必要と認める事項について理事長に建議することがで

きる。 

 

 （組織） 

第 26条 評議員会は、評議員 15人以内をもって組織する。 

２ 評議員会に議長を置き、評議員のうちから、評議員の互選によってこれを定める。 

３ 議長は、評議員会の会務を総理する。 

４ 評議員会は、あらかじめ、評議員のうちから、議長に事故がある場合に議長の職務を代理

する者を定めておくものとする。 

 

 （評議員） 

第 27条 評議員は、労働者を代表する者、事業主を代表する者及び技能実習に関して専門的

な知識と経験を有する者のうちから、理事長が法務大臣及び厚生労働大臣の認可を受けて任

命する。 

２ 評議員のうち、労働者を代表する者及び事業主を代表する者は、各同数とする。 

３ 評議員の任期は、４年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 評議員は、再任されることができる。 

 

(評議員の解任) 

第 28条 理事長は、評議員が第 15条第２項各号のいずれかに該当するに至ったときは、前条

第１項の規定の例により、その評議員を解任することができる。 

 

【参考】 

（役員の解任） 

第15条 法務大臣及び厚生労働大臣又は理事長は、それぞれその任命に係る役員が前条の規定

に該当するに至ったときは、その役員を解任するものとする。 

２ 法務大臣及び厚生労働大臣又は理事長は、それぞれその任命に係る役員が次の各号のいず

れかに該当するに至ったときその他役員たるに適しないと認めるときは、第12条の規定の例

により、その役員を解任することができる。 

（１）破産手続開始の決定を受けたとき。 

（２）禁錮以上の刑に処せられたとき。 

（３）心身の故障のため職務を執行することができないと認められるとき。 

（４）職務上の義務違反があるとき。 

  



 

   

 

外国人技能実習機構評議員会運営規程 

 

規程第 54号 

平成 30年２月６日 

 

 （設置） 

第１条 外国人技能実習機構（以下「機構」という。）に、機構の業務（外国人の技能実習の適

正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28年法律第 89号）第 87条第一号に掲げ

る業務及びこれに附帯する業務を除く。以下この条において同じ。））の円滑な運営を図るた

め、評議員会を置く。 

２ 評議員会は、機構の業務の運営に関する重要事項を審議する。 

３ 評議員会は、前項に規定するもののほか、機構の業務の運営に関し、理事長の諮問に応じ

て重要事項について意見を述べ、又は必要と認める事項について理事長に建議することがで

きる。 

 

 （組織） 

第２条 評議員会は、評議員 15人以内をもって組織する。 

 

 （評議員の任命） 

第３条 評議員は、労働者を代表する者、事業主を代表する者及び技能実習に関して専門的な

知識と経験を有する者のうちから、理事長が主務大臣の認可を受けて任命する。 

 

 （構成） 

第４条 評議員のうち、労働者を代表する者及び事業主を代表する者は、各同数とする。 

 

 （任期） 

第５条 評議員の任期は、４年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２ 評議員は、再任されることができる。 

 

 （議長） 

第６条 評議員会に議長を置き、技能実習に関して専門的な知識と経験を有する者を代表する

評議員のうちから、評議員の互選により選任する。 

２ 議長は、評議員会の会務を総理する。 

３ 議長に事故のあるときは、技能実習に関して専門的な知識と経験を有する者を代表する評

議員のうちから議長があらかじめ指名する評議員が、その職務を代理する。 

 

 （招集） 

第７条 評議員会の会議は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、会議を招集するときは、あらかじめ付議事項、日時及び場所を評議員に通知す

るものとする。 



 

   

 

 

 （議事） 

第８条 評議員会は、評議員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができな

い。 

２ 評議員会の議事は、評議員で会議に出席したものの過半数で決し、可否同数の場合は、議

長の決するところによる。 

３ 評議員は、議長の許可を受けて、代理者を出席させることができる。ただし、代理者は、前

２項の適用については欠席したものとして取り扱う。 

 

（資料の提出等の要求） 

第９条 評議員会は、審議のため必要があると認めるときは、機構の役職員その他の者に対し、

資料の提出、説明その他必要な協力を求めることができる。 

 

 （秘密保持） 

第 10条 評議員又は評議員の職にあった者は、その職務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用し

てはならない。 

 

 （情報公開） 

第 11条 評議員会の資料及び議事要旨については、公開する。ただし、理事長が特に必要があ

ると認めるときは、資料の全部又は一部を非公開とすることができる。 

 

（庶務） 

第 12条 評議員会に関する事務は、総務部企画・広報課が行う。 

 

 （雑則） 

第 13 条 この規程に定めるもののほか、評議員会に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

   附 則 

 この規程は、平成 30年２月６日から施行する。 

 



資料５ 

 

   

令和６年度 第２回 外国人技能実習機構評議員会 

 

１ 日時 令和７年２月７日（金）10時 00分～11時 30分 

２ 場所 東京国際フォーラム G610 

３ 出席者 明石評議員、上林評議員（議長）、野村評議員（オンライン）、川野評議員、 

松尾評議員、村上評議員、大下評議員、佐久間評議員、堀内評議員 

 

４ 議事 

⑴  議長の選出について 

⑵  議長の職務代理者の指名について 

⑶  令和６年度の事業実績（上半期）について 

⑷  質疑応答 

 

５ 議事概要 

⑴ 評議員の互選により、議長に上林評議員が選出された。また、議長より職務代理者と

して野村評議員が指名された。 

⑵ 令和６年度事業実績（上半期）について、事務局から説明が行われた。 

⑶ 評議員からの以下のような意見や質問に対して、事務局から説明が行われた。 

・  やむを得ない事情がある場合の転籍について、改めて実習生への周知を行うとと

もに、実習生の希望に応じた適切な転籍支援、また実習実施者や監理団体への指導

を通じて安心して実習ができる環境の整備をお願いしたい。 

・  転籍に関する相談件数や事由について、次回の評議員会で報告願いたい。 

・  外国人育成就労機構の体制整備等について、スケジュールを評議員会で示してい

ただきたい。 

・  育成就労制度を運用するための体制整備については、制度所管省庁だけではなく、

育成就労外国人を受け入れる責務として、受入れ分野の業所管省庁からの支援も必

要ではないか。 

・  各種申請・届出のオンライン化、関連業務の電子化に向けた人員・予算の確保を

お願いしたい。また、重複する提出書類の軽減を図ることにより、機構事務の効率

化を進め、真に必要な業務へのリソース配分ができるよう、体制整備をお願いした

い。 

・  いまだ人権侵害に関わるような事案が発生している状況下で、育成就労制度や特

定技能制度を利用している企業等が人権侵害を行っている企業だというレッテルを

貼られないようにすることが重要である。 

・  評議員会の意義や役割を考えた時に実態把握は重要。技能実習の実施困難時届出

の届出件数のうち「その他」について、大まかな分類でかまわないので、次回以降



 

 

の評議員会で示していただきたい。「その他」について、報告様式上細分化できない

のであれば、実態を把握するためにも、その様式を改善することが必要ではないか。 

・  機構の業務統計について、集計の円滑化を図るためには、実習実施者からの回答

情報を電子的に処理できるような仕組みに改めることが必要ではないか。 

・  母国語相談は、働いている方にとって大きな力になると思っているので、拡充を

お願いしたい。 

・  新制度に向けて、令和８年度ぐらいから、プロパー人材も含めて育成のための指

導を開始していただきたい。 

・  監理支援機関の要件については厳しくしていただきたい。 

・  各種団体でも相談窓口を設けているが、各種相談については機構が幅広く行うの

はいいのではないか。 

・  地域協議会において、地方事務所・支所から、母国語相談等で把握した点などを

踏まえ、外国人に選ばれる地域となるための示唆や情報を提供していただきたい。 

・  実施困難時届出の届出件数にある「行方不明」の背景を把握できないか。 

・  送出国政府に対して通報した結果を把握することが大事なのではないか。 

・  新制度への移行に向けた旧制度の運用業務と新制度の準備業務の並走期間には人

が多数必要になると考える。例えば、若手弁護士の中には機構業務の経験を希望し

ている者もいるようなので、そのような人材の活用も検討してはいかがか。 

・  新制度への移行に当たっては、新制度の内容について十分に説明していただくよ

う、前広に情報公開をお願いしたい。 
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